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名称：「ＡＣＫ／ＮＡＣＫ信号を受信する方法・装置」事件 
侵害差止等請求事件 
東京地裁：令和４年（ワ）第７９７６号 判決日：令和７年４月３０日 
判決：請求認容 
特許法第１００条１項、２項、第１０２条３項、民法７０９条 
キーワード：ＦＲＡＮＤ宣言、ＦＲＡＮＤ料率 
判決文：https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94200.pdf 
 
［概要］ 
 本訴訟前協議および本訴訟和解協議においてライセンス料交渉が合意できず、ＦＲＡＮＤ料

率が判断された事例。 
 
［事件の経緯］ 
 原告は、被告製品が本件特許に係る発明の技術的範囲に属すると主張して、被告に対し、輸

入販売等が本件特許権の侵害及び本件第１特許権の間接侵害を構成するとして、特許法１００

条１項及び２項に基づき、被告製品の輸入等の差止め及び被告製品の廃棄を求めるとともに、

民法７０９条及び特許法１０２条３項に基づく損害賠償金の一部請求として、１０００万円及

び遅延損害金の支払を求めた。 
 
［主な争点］（争点５を示し、他は省略） 
 損害額の算定（ＦＲＡＮＤ条件によるライセンス料相当額。〔争点５〕） 
 
［裁判所の判断］（筆者にて適宜抜粋、下線） 
『第７ 損害額の算定（ＦＲＡＮＤ条件によるライセンス料相当額〔争点５〕） 
 本件請求のうち、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスに係る実施料相当額の範囲内の損害賠償

に関する部分は、被告は権利の濫用を主張するものではなく、前記において説示したところに

よれば、理由がある。以下、算定基準を示した上、上記実施料相当額を算定する。 
１ 算定基準 
 特許法１０２条３項は、特許権侵害の際に特許権者が請求し得る最低限度の損害額を法定し

た規定であり、「特許権者又は専用実施権者は、故意又は過失により自己の特許権又は専用実施

権を侵害した者に対し、その特許発明の実施に対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、

自己が受けた損害の額としてその賠償を請求することができる。」と規定している。そうする

と、同項による損害は、原則として、侵害品の売上高を基準とし、そこに、実施に対し受ける

べき料率を乗じて算定すべきである。そして、実施に対し受けるべき料率は、①当該特許発明

の実際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施料

の相場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値すなわち特許発明の技術内容や重要性、

他のものによる代替可能性、③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売上げ及び利益への貢

献や侵害の態様、④特許権者と侵害者との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた諸事

情を総合考慮して、合理的な料率を定めるべきであり（知的財産高等裁判所平成３０年（ネ）

第１００６３号令和元年６月７日特別部判決〔令和元年大合議判決〕）、上記の理は、ＦＲＡＮ

Ｄ条件による標準必須特許の実施に対し受けるべき料率（以下「ＦＲＡＮＤ料率」という。）に

ついても異なるところはない。 
 そして、ＦＲＡＮＤ料率については、標準規格に準拠した製品の製造等に実施される標準必

須特許のグローバルな性質及び膨大な特許数に鑑みると、①当該標準必須特許の実際の実施許

諾契約における実施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施料のグローバルな

相場等も考慮に入れつつ、②膨大な特許数の個別価値をそれぞれ認定するのは実務上困難であ

るから、各標準必須特許の価値が全て同一であるものと推認し、全標準必須特許の価値を全標

https://www.courts.go.jp/assets/hanrei/hanrei-pdf-94200.pdf


 

2 

ユニアス国際特許事務所 

準必須特許の数で割ることによって一標準必須特許の価値を算定する一方、当該標準必須特許

の実施料率を累積した実施料の合計額が合理的な範囲にとどまるようにすべきであり、③この

場合において、全標準必須特許を当該製品に用いた場合の売上げ及び利益への貢献を考慮する

ほか、④ＦＲＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差別的な条件をもって、本来的に

は必須宣言特許権者と必須特許実施者との間で誠実交渉し可及的速やかにグローバルで合意

されるべきものであるから、当該合意を後押しする観点から、当事者間の交渉経過、必須特許

実施者におけるＦＲＡＮＤ条件によるライセンスを受ける意思その他訴訟に現れた諸事情を

総合考慮して、合理的な料率を定めるべきである。 
２ 本件への当てはめ 
 (1) 基本的枠組み 
 前記認定に係る交渉経過等及び弁論の全趣旨によれば、侵害品である被告製品の売上高を基

準とし、そこに、ＦＲＡＮＤ条件による本件特許の実施に対し受けるべき料率（以下「本件Ｆ

ＲＡＮＤ料率」という。）を乗じて算定することとし、本件ＦＲＡＮＤ料率については、ＬＴＥ

規格に係る全標準必須特許の実施料率（以下「ＬＴＥ規格全実施料率」という。）をＬＴＥ規格

に係る全標準必須特許の数（以下「ＬＴＥ規格全特許数」という。）で割り、これに本件特許の

数を乗ずることによって算定するのが相当である。 
 もっとも、ＬＴＥ規格全実施料率について、原告は、●（省略）●を直接の根拠として２７％

であると主張するのに対し、被告は、ＬＴＥ規格に準拠していることが売上げに寄与したと認

められる割合（以下「ＬＴＥ規格寄与率」という。）を２５％とした上、Unwired Planet v. 
Huawei 判決、TCL v. Ericsson 判決、Huawei v. Samsung 判決（乙４１ないし４３）が示し

たＬＴＥ規格の累積ロイヤリティ料率（以下、単に「累積ロイヤリティ料率」という。）の各中

間値の平均値７．９％を、上記２５％（ＬＴＥ規格寄与率）に乗じた０．０１９８％とすべき

であるとし、当事者双方提示に係る本件ＦＲＡＮＤ料率が余りにも大きくかけ離れていたため、

当事者間において合意に至らなかったものである。 
 ・・・（略）・・・ 
 (2) ＦＲＡＮＤ料率の算定方法 
 ア 被告の算定方法の当否 
 被告は、ＬＴＥ規格寄与率２５％に対し、Unwired Planet v. Huawei 判決、TCL v. Ericsson
判決、Huawei v. Samsung 判決で示された累積ロイヤリティ料率の各中間値の平均値７．９％

を乗じた０．０１９８％とすべきであると主張する。 
 そこで検討するに、Unwired Planet v. Huawei 判決は、「累積ロイヤリティ料率」を８．９％

としているところ、同判決は、４Ｇの売上高に対し、４Ｇの全標準必須特許に係る実施料率と

して「累積ロイヤリティ料率」を乗じていると解されることからすると、同判決にいう「累積

ロイヤリティ料率」とは、本件にいう「ＬＴＥ規格全実施料率」と同義をいうものであり、こ

の理は、被告指摘に係る TCL v. Ericsson 判決、Huawei v. Samsung 判決についても異なると

ころはない。そうすると、被告の主張は、本判決にいう「ＬＴＥ規格全実施料」に対し、更に

「ＬＴＥ規格寄与率」を重ねて乗ずるものであるから、極めて過小な実施料率を算定するもの

であり、実施料のグローバルな相場等に照らしても、合理的なものといえないことは明らかで

ある。 
 ・・・（略）・・・ 
 そもそも、損害額の算定は、当事者の主張立証の限度において裁判所の総合的かつ裁量的な

判断で定められるべきところ、アップルサムソン大合議判決においては、当事者双方において

「累積ロイヤリティ料率」を５％とすることを前提として主張がされていたのに対し、本件に

おいては、アップルサムソン大合議判決にいう「累積ロイヤリティ料率」なる概念が具体的か

つ正確に主張立証されていないのであるから、当該概念を前提とする算定方法は、少なくとも

本件に適切なものとはいえず、また、当事者双方の主張立証及び標準規格の内容が異なる以上、

アップルサムソン大合議判決が示したＦＲＡＮＤ料率と本件ＦＲＡＮＤ料率を比較するのも、
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当を得たものとはいえない。 
 のみならず、アップルサムソン大合議判決の後においては、令和元年大合議判決が、特許法

１０２条３項の算定方式全般の重要な指針を改めて示しているのであるから、ＦＲＡＮＤ料率

については、標準必須特許のグローバルな性質に鑑みても、令和元年大合議判決が説示する判

断枠組みに基づき、裁判例の国際的な展開をも踏まえ、日本においてもグローバルな変化に対

応し、ＦＲＡＮＤ料率を認定するのが相当である。 
 イ 原告の算定方法の当否 
 原告は、●（省略）●を直接の根拠として、２７％とすべきであると主張する。 
 そこで検討するに、「ＬＴＥ規格全実施料率」は、当該標準必須特許の実施料率を累積した実

施料の合計額が合理的な範囲にとどまるようにすべきものであることは、前記において説示し

たとおりである。しかしながら、●（省略）●２７％は、基本的には、各社算定に係るロイヤ

リティ料率を累積するなどしたものであり、その具体的な根拠も直ちに明らかではないことか

らすると、原告の主張に係る「ＬＴＥ規格全実施料率」は、累積した実施料の合計額が合理的

な範囲にとどまるものとはいえない。 
 また、原告は、特許権侵害に当たることが判明した本件においては、いわゆる侵害プレミア

ムとして、特許法１０２条４項に基づく考慮をすべきであるから、ライセンス交渉段階におけ

る料率よりも、高いＦＲＡＮＤ料率が採用されるべきである旨主張する。しかしながら、ＦＲ

ＡＮＤ料率は、文字どおり公正かつ合理的で非差別的な条件をもって合意されるべきものであ

ることは、前記において説示したとおりである。そうすると、当事者双方においてＦＲＡＮＤ

条件の算定方法についての認識の相違はあったものの、被告は同条件によるライセンスを受け

る意思を有していたといえるから、原告主張に係る事情は、ＦＲＡＮＤ条件の性質に照らし、

ＦＲＡＮＤ料率を増額する事情をいうに足りない。 
 ウ 以上によれば、当事者双方の上記各主張は、上記の限度でいずれも採用することができ

ない。 
 (3) 売上高 
被告製品の売上高（被告ＬＴＥ製品は●（省略）●円、被告５Ｇ製品は●（省略）●円）は、

合計●（省略）●である（弁論の全趣旨）。 
 (4) ＬＴＥ規格全実施料率 
 ア 前記認定に係る交渉経過によれば、Unwired Planet v. Huawei 判決が当事者間におい

て交渉の念頭に置かれていたところ、証拠（乙４１ないし４３、１４０ないし１４２）によれ

ば、ＬＴＥ規格全実施料率について、UnwiredPlanet v. Huawei 判決（２０１７年）は８．８％

（乙４１）、TCL v. Ericsson 判決（２０１７年）は６～１０％（乙４２）、Huawei v. Samsung
判決（２０１８年）は６～８％（乙４３）が相当であるとされ、その上限の平均値は、８．９％

であることが認められる。そして、証拠（甲４の１ないし１６）及び弁論の全趣旨によれば、

被告製品には、ＬＴＥ通信のみならず５Ｇ通信にも対応している製品（被告製品１ないし１４

〔被告５Ｇ製品〕）と、ＬＴＥ通信には対応しているものの５Ｇ通信には対応していない製品

（被告製品１５及び１６〔被告ＬＴＥ製品〕）が認められるところ、いずれも Wi-Fi 及び

Bluetooth の無線通信機能を有していることが認められる。また、証拠（乙１０９、１１２、

１１４、１１６、１１８、１２０ないし１２２、１２４）及び弁論の全趣旨によれば、被告製

品は、カメラ、ＣＰＵ、ディスプレイ、バッテリー、オーディオ機能を始め、製品によっては、

端末冷却機能や背面のサブディスプレイ、指紋認証システム等を有するなど、通信機能以外に

もその売上げに貢献している部分が認められるほか、被告及びＡＳＵＳ台湾によるマーケティ

ング活動によって、被告製品は低価格で品質が良いというブランドイメージが形成され、これ

が一定程度売上げに貢献していることが認められる。 
これらの事情のほか、本件に現れた諸事情を総合考慮すれば、ＬＴＥ規格全実施料率は、９％

であると認めるのが相当である。もっとも、被告５Ｇ製品は、当事者双方の主張立証の限度で

検討すれば、ＬＴＥ規格全実施料率を基準として、ＬＴＥ通信の上位互換である５Ｇ通信の機
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能を更に総合的に考慮するのが相当である。そして、上記認定事実のほか、ＬＴＥ通信と５Ｇ

通信は、２Ｇ通信及び３Ｇ通信とは大きく異なり、いずれもＯＦＤＭシンボルによる送受信を

採用するなど共通性が高いこと、その他本件に現れた諸事情を総合考慮すれば、被告５Ｇ製品

に限り、ＬＴＥ規格全実施料率は、８％の限度で認めるのが相当である。 
 ・・・（略）・・・ 
 (5) ＬＴＥ規格全特許数 
 原告は、Unwired Planet v. Huawei 判決を踏まえ、ＬＴＥ規格の標準必須特許のファミリー

数は約８００件とすべきである旨主張するのに対し、被告は、Unified Patents の調査（乙９

０）によれば、ＬＴＥ規格のＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーは、無作為抽出した１万６

０３６件のうち１８１７件であり、その無作為抽出した件数は全数ではないから、その特許フ

ァミリーは、少なくとも１８１７件存在する旨主張する。 
 そこで検討するに、証拠（乙９０、９１）及び弁論の全趣旨によれば、Unified Patents によ

る調査を踏まえると、ＬＴＥに関してＦＲＡＮＤ宣言された特許ファミリーについて、無作為

に抽出した１万６０３６件のうち、１８１７件が当該特許ファミリーであったことが認められ

る。しかしながら、技術常識及び弁論の全趣旨を踏まえれば、当該特許の有効性等に鑑みると、

ＦＲＡＮＤ条件によるライセンスの対象となるべき特許数は、これよりも少ないものと推認す

るのが相当である。他方、Unwired Planet v. Huawei 判決（甲１９）によれば、ＬＴＥ規格全

特許数は、約８００件とされているところ、当該判決が２０１７年のものであり、技術常識及

び弁論の全趣旨によれば、その後にＬＴＥ規格に採用された標準必須特許は増加したことが十

分にうかがわれることからすると、少なくとも現時点においては、上記の件数を直ちに採用す

るのは相当ではない。その他に、当事者双方の主張立証の内容その他本件に現れた諸事情を総

合考慮すれば、ＬＴＥ規格全特許数は、１３００件と認めるのが相当である。 
 なお、本件特許の数についてみると、本件特許は、上記にいう同一の特許ファミリーに属す

るものであるから（弁論の全趣旨）、当事者双方の主張立証の内容その他本件に現れた諸事情を

総合考慮すれば、本件特許の数は、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンス料相当額の算定に当たっ

ては、上記１３００件と単位を合わせるのが相当であるから、１件として計算すべきことにな

る。 
３ 結論 
 以上によれば、ＦＲＡＮＤ条件によるライセンス料相当額は、被告製品の売上高（被告ＬＴ

Ｅ製品●（省略）●円、被告５Ｇ製品●（省略）●円）に対し、ＬＴＥ規格全実施料率（被告

ＬＴＥ製品９％、被告５Ｇ製品８％）を乗じた上、ＬＴＥ規格全特許数（１３００件）で割る

のが相当であるから、以下の計算式のとおり、損害額は、合計●（省略）●円となる。 
 (1) 被告ＬＴＥ製品 
   ●（省略）●円×９％÷１３００＝●（省略）●円 
 (2) 被告５Ｇ製品 
   ●（省略）●円×８％÷１３００＝●（省略）●円 
 (3) 合計額 
   ●（省略）●円＋●（省略）●円＝●（省略）●円』 
 
［コメント］ 
 裁判所は、『標準必須特許のグローバルな性質に鑑みても、令和元年大合議判決が説示する判

断枠組みに基づき、裁判例の国際的な展開をも踏まえ、日本においてもグローバルな変化に対

応し、ＦＲＡＮＤ料率を認定するのが相当である』とし、原告被告双方の主張をいずれも妥当

ではないものとした。算出方法の考え自体は新しいものでないが、ＦＲＡＮＤ料率の設定を考

えるうえで参考になる。 
以上 

（担当弁理士：丹野 寿典） 


